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中国自動車シンポジウム

中国自動車市場のボリュームゾーンを探る
――小型車･低価格車セグメントにおける代替･競争構造――

2010年11月6日(土) 13時

京都大学百周年時計台記念館百周年記念ホール
総合司会 京都大学大学院経済学研究科教授 椙山 泰生

13:00-13:10

挨拶 京都大学大学院経済学研究科長 田中秀夫
東京大学ものづくり経営研究センター ディレクター 新宅純二郎

13:10-13:50
京都大学大学院経済学研究科 教授
塩地 洋

新興国における小型車･低価格車セグメントの構造






―全体テーマと報告構成―

第１部　非自動車セグメントのボリューム
13:50-14:20
エイムス ディレクター

菊地 捷

低速電気自動車の車体構造と普及の見通し
14:20-14:50
東京大学社会科学研究所 教授
田島 俊雄
「汽車下郷」と中国的農用車・微型車の命運






―日本的｢軽自動車｣の再検討―

14:50-15:20
inforBRIDGE 社長


繁田 奈歩
小型車中心のインド自動車市場






―タタ･ナノの今後を探る―

第２部　日中韓自動車メーカーのマーケティング戦略
15:30-16:00
明治大学国際日本学部 准教授
呉 在烜

現代自動車の現地適応戦略
―エラントラが売れる理由－
16:00-16:30
東京大学ものづくりセンター 助教
李 澤建

奇瑞汽車のマーケティング戦略
16:30-17:00
日産自動車中国事業部 部長

西林 隆

日産自動車の中国事業戦略
17:00-17:05
閉会

17:20-19:30
懇親会（参加費無料）  於カンフォーラ

司会 京都大学東アジア経済研究センター協力会 理事 宇野輝
開会挨拶 京都大学東アジア経済研究センター長 劉徳強

閉会挨拶 京都大学東アジア経済研究センター協力会 副会長 大森經徳
参加資格：　自由参加、シンポジウム・懇親会とも入場無料
申込方法：　事前に御所属と御氏名をshioji@econ.kyoto-u.ac.jp（塩地）までご連絡ください。
問い合わせ先：　０７５－７５３－３４２８（塩地）
************************************************************************************************

「中国経済研究会」のお知らせ

2010年度第7回（通算第14回）中国経済研究会を下記の内容で開催することになりました。多くの方のご参加をお待ちしております。
記

　　時　間：　2010年11月9日(火)　16：30－18：00　
　　場　所：　京都大学吉田キャンパス・法経済学部東館3階第3教室
　　報告者：　李曉（吉林大学経済学院教授・中国世界経済学会副会長）
テーマ：　「人民元国際化の最新戦略及び動向」（仮題）
注：本研究会は原則として授業期間中の毎月第３火曜日に行います。2010年度における開催(予定)日は以下の通りです。
 前期： 4月20日（火）、 5月18日（火）、 6月15日（火）、7月6日(火)、7月20日（火）
 　後期： 10月23日（土）、11月9日（火）、12月21日（火）、1月18日（火）
（この件に関するお問い合わせは劉徳強（liu@econ.kyoto-u.ac.jp）までお願いします。なお、研究会終了後、有志による懇親会が予定されています。）
************************************************************************************************
京都大学経済学研究科/経済学部、韓国慶北大学校経商大学学生交換協定締結記念

韓国慶北大学校経商大学長鄭慶秀教授講演会のご案内

京都大学経済学部/経済学研究科では、日中韓の単位取得を含む学生交流を促進するという方針のもと、中国とは中国人民大学経済学院と、韓国とは慶北大学校経商大学との交渉を進めてきました。そして、中国人民大学とはさる10月15日に中国人民大学で協定の署名式を行ない、今度は京都大学において韓国慶北大学校との署名式を行なうこととなりました。そのため韓国慶北大学校経商大学の大学長(学部長)がわざわざ来られますので、併せ講演会をしていただくこととなりました。経営管理大学院の原先生のコメントもいただけますので、是非多数ご参加ください。よろしくお願いします。
日時　2010年11月25日(木)　15:00-17:00
会場　法経済学部本館2F第6教室

講演テーマ　“知識管理システムのパーフォーマンスの実際”
コメンテイタ―　　原良憲経営管理大学院教授
(講演・コメントには通訳がはいります。) 

主催  京都大学経済学研究科、京都大学経済学研究科東アジア経済研究センター
========================================================================

中国ニュース　１０.１８－１０.２４
ヘッドライン
■　政策：中国人民銀行、基準金利の引き上げを発表

■　統計：７－９月、ＧＤＰ９．６％上昇
· 雇用：都市部の失業人数、９月末９０５万人

· 農村：供水プロジェクト、社会資本の誘致が困難

· 交通：滬杭高速列車運行開始に、上海―杭州間４５分に短縮

· 地域：経済成長著しい中部６省
· 企業：中央企業の営業収入１２兆元超、伸び率鈍化

· 社会：老人ホーム、ベッド数不足が深刻化
· 調査：死亡原因調査、各種傷害は死因順位の第５位
· 市場：国産映画収入、９割興行収入依存
＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝

ニュース詳細

■　政策：中国人民銀行、基準金利の引き上げを発表

【１０月１９日　中国人民銀行ウェブサイト】中国人民銀行は１９日、預金と貸し出しの基準金利を２０日から０．２５％（期間１年）引き上げると発表した。利上げは２年１０か月ぶりで、利上げ後の預金金利は年２．５０％（現在２．２５％）、貸出金利は５．５６％（現在５．３１％）となる。その他の金利もこれに基づいて適切に調整する。

· 統計：７－９月、ＧＤＰ９．６％上昇

【１０月２２日　京華時報】中国国家統計局は１９日、７－９月の国内総生産（ＧＤＰ）が前年同期に比べ９．６％上昇したことを発表した。統計局の発表によると、１－９月のＧＤＰは２６兆８６６０億元で、実質経済成長率が前年同期に比べ１０．６％上昇し、うち１－３月１１．９％、４－６月１０．３％、７－９月９．６％。産業別で見ると、第一次産業４．０％、第二次産業１２．６％、第三次産業９．５％上昇した。また、９月の消費者価格指数（ＣＰＩ）が前年同月に比べ３．６％上昇し、２３ヶ月ぶりの高い水準となった。
■　雇用：都市部の失業人数、９月末９０５万人

【１０月２２日　中国新聞網】中国人力資源と社会保障部は２２日、１－９月の全国雇用増加人数は９３１万人に、失業者の再雇用は４４０万人に達したと発表した。９月末の時点で、全国都市部における失業登録者数が９０５万人、６月末に比べ６万人減少した。都市部の登録失業率は４．１％、６月末に比べ０．１ポイント下がったという。

· 農村：供水プロジェクト、社会資本の誘致が困難

【１０月２０日　第一財経網】水利部農水司倪文進副司長が２０日、「第一財経日報」の取材に対し、現在の水価格が低いため、供水価格は運営コストより低く、農村供水プロジェクトへの社会資本誘致が困難であることを明らかにした。２００５年水利部農水司の調査によると、中国の農村部では３億２３００万人分の飲料水が安全基準に達していない。そのうち、９０８４万人が水汚染の影響を受けている。２００６年以来、中国政府が農村飲料水安全プロジェクトを実施し、２億２０００万人の飲料水安全問題を解決したが、なお１億以上の農村人口の飲料水が安全基準に達していない。

· 交通：滬杭高速列車運行開始に、上海―杭州間４５分に短縮

【１０月２４日　東方網】上海―杭州間の滬杭高速列車（頭文字Ｇ）が１０月２６に開通・運行する予定。時速３５０キロの高速列車が５０本運行し、うち上海駅が５本、上海虹橋駅が４５本。運行時間は毎日朝６：１２から夜２１：４５まで。滬杭高速鉄道の開通により、上海虹橋駅―杭州駅間の所要時間が最短４５分となり、現在運行中の時速２５０キロの高速動車組（頭文字Ｄ）に比べ３３分短縮することになる。
■　地域：（中部６省、）経済成長著しい中部６省

【１０月２３日　人民網】中国国家発展改革委員会李朴民副秘書長によると、今年上半期中部６省（山西・江西・河南・湖北・湖南・安徽）の生産額は３兆７８００千億元に達し、前年同期に比べ１５％上昇した。伸び率も６．２ポイント上昇し、東部・西部・中部・東北という４つの地域のなかで１位となった。現在、中部地域の生産額が全国の１９．４％を占め、一人当たりＧＤＰも２万元に達し、２００５年に比べ倍増した。

· 企業：中央企業の営業収入１２兆元超、伸び率鈍化
【１０月１２日　国際金融報】中国国務院国有資産監督管理委員会が２１日に公表した１－９月中央企業経営状況のまとめによると、１～９月、同委員会直属の中央企業の営業収入は１２兆３８６億２０００万元、前年同期に比べ３８．３％増加した一方、伸び率は１～８月比２．１ポイント鈍化した。９月、中央企業が１１１９億元の利益を上げ、２ヵ月連続で１０００億元を超えた。

■　社会：老人ホーム、ベッド数不足が深刻化

【１０月２４日　央視網】２００９年末の時点で、中国６０歳以上の高齢者数が１．６７億人に達しており、うち８０歳以上の高齢者１８９９万人、身体機能喪失の高齢者９４０万人、一部身体機能喪失の高齢者１８９４万人がいる。だが、全国の各種老人ホームは３８０６０箇所、ベッド数がわずか２６６万２千床で、少なくとも３００万床足りないと指摘されている。北京市の統計によると、２００９年北京市の高齢者２２６万人のうち、老人ホームの入所希望者９万人に対し、老人ホームのベッド数が３万床しかなかったという。

■　調査：死亡原因調査、各種傷害は死因順位の第５位

【１０月２２日　新華網】中国全国死因抽出調査の最新結果によると、各種傷害は中国住民死因順位の第５位となっている。２００８年の全国第３回死因調査結果によると、２００４－２００５年中国住民の傷害死亡率は６１．５１／１０万で、死亡人数の１０．１％を占め、脳血管疾病・悪性腫瘍・呼吸器系疾病・心臓疾病に次いだ。致死性傷害の順位は交通事故・自殺・転倒転落・溺死・中毒となる。また、中国の自殺による死亡率は１３．０９／１０万で、死亡人数の２．１５％を占め、国際基準では中等以下のレベルだった。

■　市場：国産映画収入、９割興行収入依存

【１０月２１日　中国青年報】近年以来、中国映画市場の興行収入が続伸しており、２００９年に６２．０６億元で、前年に比べ４２．９６％上昇した。中国国家広播電影電視総局(広電総局)の毛羽副局長は１９日、今年中国映画市場の興行収入がすでに８０億元に達したことを明らかにした。しかし、「北京晨報」によると、国内映画収入の９０－９５％がチケット売上の興行収入と広告収入に依存しており、ＤＶＤや映画ポスター・電子ゲームなどの映画派生市場は欧米に比べなお発達が遅れている。その主な原因として、海賊版の影響が大きいと専門家が指摘している。

************************************************************************************************
読後雑感　：　２０１０年　第１９回
　１９．OCT．１０
中小企業家同友会上海倶楽部代表

東アジアセンター外部研究員(協力会理事)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　小島正憲
１．「中国人件費の行方」　　　２．「中国で尊敬される日本人たち」　　　３．「今、あなたが中国行きを命じられたら」
４．「知らないではすまない中国の大問題」　　　５．「バブル崩壊で死ぬか、インフレで死ぬか」　

１．「中国人件費の行方」　　上海時迅商務諮詢有限公司：企画編集　　NNA刊　　８月１８日発行

副題　：　「労働争議とワーカー不足」

私はこの本を手にして思わず、「待ってました」と、大声で叫んでしまった。やっと中国におけるワーカー不足の実態調査報告が出てきたからである。この本はNNA上海が、中国における「ワーカー不足」と「労働争議」について、日系企業へのアンケート調査を行い、それを集約し発表したものである。結論としてこの本は、「マクロ統計指標からみても、企業側の今回の騒動への対応からみても、また中国政府の方針からみても今後人件費の上昇については避けることは非常に厳しい状況となっている」と、断じている。アンケートという調査方法に、限界があることはよくわかっているが、今回、NNAが思い切ってこのような調査を実施したことに、敬意を表する。ぜひ多くの人がこの冊子を購入し、多くの場所でこの調査結果を喧伝し、中国の実態を一般日本人にあまねく知らしめて欲しいと思う。

まず「ワーカー不足」調査については、中国全域の日系企業、１１４２社へアンケートを依頼し、１４３社（１２．５％）から有効回答を得たという。中国進出の日系企業は公的に把握されているだけでも、２万４千社といわれている現在、１４３社からの回答では、それは的を正確に捉えているとは言い切れないが、それでも大局は判断できる。この調査結果は「７６．９％の企業が、それぞれの地域でワーカー不足が発生していると感じている」というものである。

次に「労働争議」調査については、１７６２社にアンケート調査を実施し、１００社（５．６％）から有効回答を得たという。これも回答数がきわめて少なく、調査という名に値するかどうか疑問である。しかし「労働争議について、どの程度の危機感を持っているか」という設問に対して、「痛切に感じているという企業が全体の２０％。感じているが切迫感はないと答えた企業が約８０％となっている」と書き、「労働争議への事前対策」についての問いには、「何らかの対策を取ったか、もしくは取る予定と答えた企業が７０％」と、記述している。これらの回答から、企業側の労働争議への関心の深さが読み取れる。

私が２００３年に中国の人手不足を指摘してから、すでに７年が過ぎようとしている。やっと現在、このような調査報告が発表されることになり、感無量である。それでもまだ「中国には失業者がうようよしている」とのたまうチャイナ・ウォッチャーが大勢いることには、閉口する。

２．「中国で尊敬される日本人たち」　　朱建榮著　　中経出版刊　　９月２３日発行

副題　：　「“井戸を掘った人”のことは忘れない」　　　　帯の言葉　：　「知られざる現代日中関係史の実像」

私は朱建榮氏のこの本から、今まで知らなかったことをたくさん知ることができた。日中国交正常化のために奔走した田中角栄元首相の現地での奮闘ぶりや、また共に訪中しその裏方として活躍した大平正芳元首相のことなど、ここには今まで報じられてこなかったエピソードなどが数多く書かれており、参考になった。なかでも田中元首相が、毛沢東主席にひるまず媚びず、しかも一歩も引けを取らず、豪放大胆に振る舞う姿勢を活写している文章は、読んでいて胸がすっきりした。

戦後、中国に残って中国の革命戦争に参加した旧日本軍人たちについても、多くの記述がある。私の周囲にも、そのような経験を持った人たちが居るので、その人たちから話を直接聞いたこともあるし、自伝を読んだこともあるが、中国空軍の産みの親が旧日本軍人だったことは聞いたことがなかった。旧日本軍人が育てた多くのパイロットたちが、その後の中国空軍の幹部将校になったという。その他、多くの旧日本軍人が革命戦争に参加しており、彼らは中国の軍人と共に国民党軍と戦い、いわば戦友の関係となっており、日本へ帰国後は日中友好のために身を投じる人が多かったという。しかし残念ながら、今日では彼らも高齢となりそれらの人脈も途切れ、貴重な日中の架け橋が失われつつある。

この本の中では、残留孤児から身を起こし、中国で生き抜き、中国で有名となった人も紹介されている。それらの人々は、ほとんどが戦後の悲惨な状況の中で、中国人に助けられ生き延びている。そしてそのことに恩義を感じて、あえて日本に帰国せず、中国の地で活躍し続けているのだという。私はこのような話を聞くたびに、中国人の人情の深さに胸を打たれる。

この本の後半では、建国後の中国の経済建設に貢献した日本人が紹介されている。中でも、伊藤忠の藤野氏が中国に、商社として一番乗りした経過が詳しく書いてある。この活躍が、現在の中国大使の丹羽宇一郎氏に結実しているのである。

１９９１年から中国政府側は中国の経済建設に尽力した外国人に、「外国人専門家　友誼賞」を贈るようになった。その数は２００９年までの約２０年間で、１０９９人（年平均５０人）に及んでおり、その受賞者の中では日本人が一番多いという。ちなみに私の大先輩の（株）サンテイの常川社長は１９９４年に、不肖私は１９９７年にこの賞を受けている。
３．「今、あなたが中国行きを命じられたら」　　高田拓著　　ビーケーシー刊　　8月2日発行

副題　：　「失敗事例から学ぶ中国ビジネス」
帯の言葉　：　「中国人を使う、中国人に使われる、新たな時代の幕開け」
この本は、中国市場に出かけて行こうとしている営業畑のビジネスマンには、かなり役に立つと思う。これまで中国への工場進出に対する書物は多かったが、この本のような「販売はもちろん、物流、回収、債権管理、社員の採用・評価・躾、幹部育成・組織運営の現場を紹介したもの」は少なかった。なによりもこの本には失敗例が豊富に記されており、読んでいておもしろい。

私は題名を見て、どうせ俗っぽいハウツー本だろうと思いながら、読み進めていったが、その中身の濃いことに驚いた。わずか５年ほどの中国勤務で、これほどのノウハウを身につけた高田氏に、敬意を表する。

最近のホンダやトヨタの部品工場のストライキについても、その分析は正しい。この点で４.で紹介する書物とは大違いである。また「中国では残念ながら性悪説が対処の前提であることをしっかり肝に銘じておく必要がある」という指摘には、まったく同感である。

細かい点でも、「中国には日本ではあまり見られない購買特質、商慣習がある。たとえば面子による“見栄市場”がまだまだ存在する」とか、「新製品商談は書類を渡さない。新製品開発情報は会社の秘密事項であり、文書での配布は場合によっては命取りになる。商談では新製品情報はすべてペーパーレスにして、パワーポイントで説明せよ」と忠告し、「クレーマーがネットワーク化され、企業の不備を突いてくる現象が見られるようになった」と警戒を呼びかけている。
さらに高田氏は、「（通訳には）さらに宴会となると別の苦難が待っている。私が話し、彼が通訳し、相手が話し、彼が通訳する。要するに彼はほとんど食事をする時間がない。まして、飲酒を禁じられている。腹は減るし夜は遅いし肉体的にもたいへんなのだ。宴席が終わったあと、私はいつも通訳を誘って夕食をもう一度した。“ご苦労様”、このような気配りのできない日本人は通訳者を使いこなせないし、仕事も満足にできないのである」と書いている。私は通訳者に一度もこのような配慮をしたことがなく、このくだりを読んでいて、大いに反省させられた。
４．「知らないではすまない中国の大問題」　　サーチナ総合研究所　　アスキー新書刊　　８月１０日発行

帯の言葉　：　「現代中国の実情が２時間で解る！！」

この本は、中国での調査業務を専門とするサーチナ総合研究所が著したものであるが、本文中の中国情勢の分析には中途半端なものがほとんどである。この調査機関からの報告を真に受けて、中国へ進出しても成功するとはとても思えない。この本を読んで間違った中国認識を持つよりは、「知らないですませ」た方が得かもしれない。

まず第１章で、「なぜホンダ工場で過激なストライキが発生したのか？」との質問を投げかけ、ぐだぐだとその回答らしきものを書いているが、その中に、２００７年末の「改正労働契約法」の強制実施については、一行も触れていない。このことだけを見ても、この本の杜撰さがよくわかる。現在の中国の労働争議の多発は、「改正労働契約法」の強制実施にその原因があることは、衆目の一致するところである。
また「中国の“不動産バブル”は本当に崩壊するのか？」と問いを発し、「現在の中国は高度成長の真っただ中。仮に中国当局の失策によって“不動産バブル”がはじけたとしても、急速な経済成長によって地価や株価が支えられるため、崩壊にまで至るとは考えにくい」と、ヌケヌケと答えている。本文中で、筆者たちは不動産価格という言葉を使いながら、マンション価格のバブル現象のみを取り上げ、地価についてはまったく言及していない。そして最後に論証抜きで突然、地価という言葉を使っている。おそらく筆者たちはこの矛盾にまったく気付いていないのであろう。
その他、「グーグルはなぜ中国から撤退したのか？」とか、「なぜ中国は餃子中毒事件の犯人逮捕を突然発表したのか？」など多くの設問を掲げ、それらしき回答をしているが、いずれも的外れなものが多い。それぞれの事件についての私の小論と読み比べてみていただければ、それは一目瞭然であると思う。
この本の最終に近い部分では、「中国人の“強国意識”は本当に高まっているのか？」と問いかけ、「経済の高度成長が続き、世界における中国の存在感が高まっているにもかかわらず、“自国は強国だ”と答える人が減っている」と書き、その理由を、「中国は世界でもっとも矛盾が際立つ国だ。中国経済が急速に成長し続けている一方で、深刻になりつつある国内の社会矛盾が国民の自信に悪影響を与え、国際社会での中国の地位に対する判断にも影響している」と分析している。この分析自体は間違いではないが、私は、「中国が経済大国になったという認識自体が幻想の産物であり、実際の中国経済は他力依存型の延長上にある砂上の楼閣である。人民の生活実態も経済大国のものとはほど遠い。その幻想と実態の落差が、人民に強国意識を持たせ得ない真因である」と、考えている。

５．「バブル崩壊で死ぬか、インフレで死ぬか」　　石平・有本香著　　WAC刊　　９月２９日発行

副題　：　「不動産国家・中国の行方」　　

帯の言葉　：　「もはや中国のソフトランディングはありえない　　いまこそ日本企業は中国のクライシスに備えよ！」

この本に書かれているのは、無責任論者の放談の類であり、すでに言い尽くされてきたことの繰り返しである。読むのは時間の無駄である。

石平氏も有本氏も、知識人ぶっているが、学問的常識がかなり欠落している。たとえば有本氏は、「（中国人が新幹線に乗って感心するのは）速いとかきれいとか、そんなことじゃない。新幹線の車窓から見える田舎の景色を見て、田舎なのに道路にも家にも畑にもどこにも汚さが見えないとか、小さな家でもきれいに生垣が回してあるとか、そういうことに感動する」と書いているが、その新幹線も開業当初は京都駅の八条口あたりの整備のためにかなり紛糾した歴史を背負っているのである。そのようなことを知っていれば、こんな皮相な見方はできないはずである。このような常識欠如の記述は、本文中の随所に見られる。

また相変わらず、チベットやウイグルの擁護論を声高に論じているが、チベット族やウイグル族が漢族を殺害したり、漢族商店を破壊・略奪しているという客観的事実を、一切記述していない。実際に中国で起きている事態について、両氏とも色メガネをかけずに直視するべきである。

両氏はこの本の結論として、「まず日本企業はすでに中華鍋で焼かれているというか、これから煮られるかして食われてしまう」といっているが、大きなお世話である。なぜなら企業家は、「ビジネスはハイリスク・ハイリターンである」ということをよく知っており、そのような事態の到来こそが、「大儲けのチャンス」だと考え、それを手ぐすね引いて待っているからである。また「二つ目、中国経済の崩壊によって大量の難民が発生して、日本めがけて押し寄せてくる」と書いているが、これも北朝鮮崩壊時に起こりうる事態として、すでに言い古されてきたことであり、それが物理的に不可能なことであるということも多くの論者によって論証済みである。さらに「三番目に貧しい人たちの暴動が頻発するようになり、彼らの目を外に向けさせなければならない」と、中国の軍事的脅威を書き立てている。たしかにそのような事態の生起する可能性がまったくないとは言い切れないが、それをただちに紛争へと結びつけてしまうのは短絡的である。

有本氏はダラム・サラへ行き、ダライ・ラマに会ったということを看板にして売り出している。私はダラム・サラにはまだ行ったことがないので、彼女の見解についての是非を論じることはできない。できるだけ早い機会に、私もダラム・サラに行き、彼女の見解を実地検証してみたいと思っている。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上
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	2005年
	10.4
	
	12.9
	1.8
	27.2
	1020
	28.4
	17.6
	0.8
	▲0.5
	17.6
	9.3

	2006年
	11.6
	
	13.7
	1.5
	24.3
	1775
	27.2
	19.9
	▲5.7
	4.5
	15.7
	15.7

	2007年
	13.0
	18.5
	16.8
	4.8
	25.8
	2618
	25.7
	20.8
	▲8.7
	18.7
	16.7
	16.1

	2008年
	9.0
	12.9
	21.6
	5.9
	26.1
	2955
	17.2
	18.5
	▲27.4
	23.6
	17.8
	15.9

	2009年
	9.1
	11.0
	15.5
	1.9
	31.0
	1961
	▲15.9
	▲11.3
	▲14.9
	▲16.9
	27.6
	31.7

	2008年　
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	　8月
	
	12.8
	23.2
	4.9
	28.1
	289
	21.0
	23.0
	▲39.5
	39.7
	15.9
	14.3

	　9月
	9.9
	11.4
	23.2
	4.6
	29.0
	294
	21.4
	21.2
	▲40.3
	26.0
	15.2
	14.5

	10月
	
	8.2
	22.0
	4.0
	24.4
	353
	19.0
	15.4
	▲26.1
	▲0.8
	15.0
	14.6

	11月
	
	5.4
	20.8
	2.4
	23.8
	402
	▲2.2
	▲18.0
	▲38.3
	▲36.5
	14.7
	13.2

	12月
	9.0
	5.7
	19.0
	1.2
	22.3
	390
	▲2.8
	▲21.3
	▲25.8
	▲5.7
	17.8
	15.9
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	1月
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	391
	▲17.5
	▲43.1
	▲48.7
	▲32.7
	18.7
	18.6

	2月
	
	（3.8）
	(15.2)
	▲1.6
	(26.5)
	48
	▲25.7
	▲24.1
	▲13.0
	▲15.8
	20.5
	24.2

	3月
	6.1
	8.3
	14.7
	▲1.2
	30.3
	186
	▲17.1
	▲25.1
	▲30.4
	▲9.5
	25.5
	29.8

	4月
	
	7.3
	14.8
	▲1.5
	30.5
	131
	▲22.6
	▲23.0
	▲33.6
	▲20.0
	25.9
	27.1

	5月
	
	8.9
	15.2
	▲1.4
	(32.9)
	134
	▲22.4
	▲25.2
	▲32.0
	▲17.8
	25.7
	28.0

	6月
	7.9
	10.7
	15.0
	▲1.7
	35.3
	83
	▲21.4
	▲13.2
	▲3.8
	▲6.8
	28.5
	31.9

	7月
	
	10.8
	15.2
	▲1.8
	(32.9)
	106
	▲23.0
	▲14.9
	▲21.4
	▲35.7
	28.4
	38.6

	8月
	
	12.3
	15.4
	▲1.2
	(33.0)
	157
	▲23.4
	▲17.0
	▲2.05
	7.0
	28.5
	31.6

	9月
	8.9
	13.9
	15.5
	▲0.8
	(33.4)
	129
	▲15.2
	▲3.5
	10.6
	18.9
	29.3
	31.7

	10月
	
	16.1
	16.2
	▲0.5
	(33.1)
	240
	▲13.8
	▲6.4
	▲6.2
	5.7
	29.5
	31.7

	11月
	
	19.2
	15.8
	0.6
	(32.1)
	191
	▲1.2
	26.7
	10.0
	32.0
	29.6
	34.8

	12月
	10.7
	18.5
	17.5
	1.9
	(30.5)
	184
	17.7
	55.9
	9.7
	-44.6
	27.6
	31.7

	2010年
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	1月
	
	
	
	1.5
	
	142
	21.0
	85.6
	24.7
	7.8
	26.0
	29.3

	2月
	
	(20.7)
	(17.9)
	2.6
	(26.6)
	76
	45.7
	44.7
	2.5
	1.1
	25.5
	27.2

	3月
	11.9
	18.1
	18.0
	2.4
	26.3
	▲72
	24.2
	66.4
	28.1
	12.1
	22.5
	21.8

	4月
	
	17.8
	18.5
	2.8
	25.4
	17
	30.4
	50.1
	21.3
	24.7
	21.5
	22.0

	5月
	
	16.5
	18.7
	3.1
	25.4
	195
	48.4
	48.9
	29.3
	27.5
	21.0
	21.5

	6月
	10.3
	13.7
	18.3
	2.9
	24.9
	200
	43.9
	34.6
	8.3
	39.6
	18.5
	18.2

	7月
	
	13.4
	17.9
	3.3
	22.3
	287
	38.0
	23.2
	12.8
	29.2
	17.6
	18.4

	8月
	
	13.9
	18.4
	3.5
	23.9
	200
	34.3
	35.5
	21.2
	1.4
	19.2
	18.6

	9月
	9.6
	13.3
	18.8
	3.6
	23.2
	169
	25.1
	24.4
	12.2
	6.1
	19.0
	18.5


注：1.①「実質GDP増加率」は前年同期（四半期）比、その他の増加率はいずれも前年同月比である。

2.中国では、旧正月休みは年によって月が変わるため、１月と2月の前年同月比は比較できない場合があるので注意

されたい。また、(　　)内の数字は1月から当該月までの合計の前年同期に対する増加率を示している。

　　3. ③「消費財小売総額」は中国における「社会消費財小売総額」、④「消費者物価指数」は「住民消費価格指数」に対応している。⑤「都市固定資産投資」は全国総投資額の86%（2007年）を占めている。⑥―⑧はいずれもモノの貿易である。⑨と⑩は実施ベースである。

出所：①―⑤は国家統計局統計、⑥⑦⑧は海関統計、⑨⑩は商務部統計、⑪⑫は中国人民銀行統計による。
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